研修出張様式４

研修報告書
	所　　属　精神医療福祉領域　　職　種　看護師　　　氏　名　江刺家　幸枝

	期　　間　　平成１８年　　７月２２日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　看護部トップマネジメント人材育成講座　⑤

	出 張 先　　日総研

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　今回の研修は法律家の立場から見た安全に関する内容だった。患者の人権保護に関しては1964年の世界医師会「ヘルシンキ宣言」、1972年アメリカ病院協会「患者の権利章典に関する宣言」、1978年ＷＨＯ［あるア・マタ宣言］、１９８１年世界医師会「患者の権利に関するリスボン宣言」、1991年国連総会「精神病者のための人権保護及び保健ケア改善のための原則」など古くから唱えられているが、いずれも患者の人権については触れていても、患者の安全に関する項目は抜けていると聞いて驚いた。しかし、考えてみると、自分が管理者になっていなければ、きっと、患者の安全ということにはまったく意識もせずに、業務をこなすことに精一杯だったと思う。たまたま管理者となり、自分が何をすべきかわからずにいたときに、あちらこちらから来る研修案内を見て、感染管理や安全管理、褥瘡管理など診療報酬に関係のある研修に出ているうちに、それらが大切なのだと考えるようになっただけのこと。

　1995年世界医師会「患者の権利に関するリスボン宣言」バリ改訂でも、安全に関する項目は抜けている。つまり、医療安全という考え方はここ数年の非常に新しい考え方なのである。

　今年（2006年）の医療法の改正で非常に大きな動きがあった。第１条で「この法律は、医療を受けるものによる医療に関する適切な選択を支援するために必要な事項、医療の安全を確保するために必要な事項、病院、診療所及び助産所の開設及び管理に関し必要な事項ならびにこれらの施設の整備ならびに医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために必要な事項を定めることにより、医療を受けるものの利益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、もって国民の健康の保持に寄与することを目的とする。」と改正された。法の中で医療に関する安全が謳われたのである。

　私にしてみると、安全管理が謳われはじめた真っ只中で管理者になったため、医の安全に関しては早くから興味を持っていた（持たされた？）のは、今の状況を考えると非常にラッキーだったと思う。

　今回の研修は、法律という他分野から見た医療安全の考え方と法律の限界について学ぶことができた。今回の研修を病院経営のどの部分にどのような形で活用していけばいいのか・・・？課題がまたひとつ増えた。

＜研修要旨＞

１、法によるマネジメントの全体像













　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←これは大切

レイバーマネジメント　　：組織全体で取り組むべきもの＝最終目標

　　　　　　　　　　　　　労働衛生管理→しっかりしていないと何をしても実にならない

セルフリスクマネジメント：個人で行なう安全管理

　　　　　　　　　　　　　個人が法的責任を取られないようにするためのリスクマネジメント

　　　　　　　　　　　　　過失があれば法的責任、過失がなければ法的責任は取られない

　　　　　　　　　　　　　自分が安全を考えることによって事故は減る！

リスクマネジメント　　　：組織で行なう安全管理

　　　　　　　　　　　　　リスクマネジメントをしても事故は起こる

事故が起こることを前提にしてマネジメントすることが必要

コンフリクトマネジメント：紛争管理

インフォメーション　

　　　　　　マネジメント：個人情報保護、情報共有、インフォームド・コンセント、看護記録の書き方


組織での対応を考えるときに

　　Rule of Who（誰かに任せておけばいい）→Rule of What（みなで守れるルールを作り共有しよう）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全員が主人公

＜　5つの（思考の）転換　＞

秘密を守るから、個人情報を守る

　　　　　↓

私たちの情報から患者の情報

　　　　　↓

情報のリスクを正面から見据える-Information management

　　　　　↓

医療の他のルールとの整合性を考え、優先順位を考える

　　　　　↓

Rule of Who から Rule of Whatに

＜　作業の順序　＞

　　院内にある個人情報の所在の確認

　　　　↓

　　利用調査

　　　　↓

　　問題点の調査と改善方法

　　　　↓

　　改善の順序を決める

　　　　↓

　　実施する

＜個人情報保護法は難しくない＞

＃骨太のポリシーを持つ！！！

→簡単にまとめると①個人から得た個人情報は、その人の診療などの健康に還元する範囲で、かつ、

　　　　　　　　　②それに関わる医療従事者（チーム医療者間）で使われる限り、これまでと同じルールで行なうことを認め、

　　　　　　　　　③これを超える場合は、「原則としての個人の同意か」「相応の理由」を要するか？ということに尽きる。

＃思考のプロセスとルール

　骨太のポリシーを理解する

　　　　↓

　キーワードで立ち止まる点を知る

　　　　↓

　本人の同意か除外規定を参照する

＃除外規定は？

1 法令に基づく場合

2 人の生命、身体または財産の保護のために必要
3 公衆衛生の向上または自動の健全な育成の推進のために特に必要
≪看護記録と医療安全≫

＜看護記録の特色＞

1 非常に広範囲の情報を対象とする

2 相当に長い過程を記録する一処置情報・特別情報ではなく、平常時情報が記載される

3 客観情報だけではなく、主観的（観察）情報も記載される

4 伝聞情報も記載される

？記録に記載されていないことは、行なったこととは認められないのか？

？何も異常はなかったという情報も記載するべきなのか？

＜看護記録の機微性＞

1 身体的情報以外に心理的情報が補充される

2 本人情報だけではなく、家族情報・社会的情報が記載される













＜（講義の）実施の記録としての要件＞

1 実施・観察者本人による記載

2 実施・観察時期を特定した記録

3 漏れなく記載されること－主訴・既往歴・家族歴・現病歴・身体所見、入院診療計画、診療経過記録等

4 量的に十分な記載であること

5 正しいタイミング・適時性

6 正確性－真正性

7 看護過程・看護計画の中での記載

＜チーム医療の基礎とするための要件＞

1 誰が書いたかわかる－署名（責任と尋ねる相手の特定）

2 他の人（チーム医療者）が理解できる記載－見読性

3 必要な他の診療情報と容易に参照できる

＜評価の対象としての要件＞

1 適切な管理が行なわれていること

2 Rule of What　に基づく記載

＜記録の重要性＞

1 開示するものとして、医療における様々な記録はどのような意味を持つのか

2 診療情報には、診療録（カルテ）のように法的な記載義務があり、項目が決まっているものがある反面、看護記録のように保存・記載義務について、明確な法的義務はないものもある。しかし、記載の法的義務があるか否かと、記録の重要性は別の問題である

3 むしろ、記録は訴訟の現場では、重要視されている。

4 医師の作成する記録は多くの行為を振り返るには大事であるが、継続性に欠ける。むしろ裁判官は刑事的に記載されている看護記録も重視し、心証形成に与える影響力は大きい









≪コンフリクトマネジメント≫　医療ＡＤＲと調停（Mediation）
　患者はなぜ医療機関・医療従事者を訴えるのか

　対立を協働に転換できるのか

ＡＤＲ：裁判外紛争解決→現在診療行為に関連した死亡の調査分析に関わるモデル事業が行なわれている。

≪　レイバーマネジメント　：　労働衛生管理　≫

＜レイバーマネジメントが語られなかった理由＞

1 職場の改善を持ち出すことは、そのものの能力のなさを露見するものとして避ける雰囲気があった

2 医師や看護部長を頂点とする医療のヒエラルヒーの中で、上司の考えにたてつくことを避ける雰囲気があった

3 根本的には、医療者が一人の労働者として、自らが適正な環境で労働することは、ひいては患者らへのケアの質を上げる、ここでは患者の安全に資するということへの洞察のなさに起因する

これらが難しい問題であることは認める、が、問題の改善や解決のためには

①「医師」「看護師」「その他の医療従事者」の役割分担の見直しや、職種間コミュニケーションの改善など長いプロセスが想定される

②各部署や各病院を超えた、医療の人の体制に関わるために意見を言いにくい

＜看護師も労働者である＞最高裁判所（平成１7年6月3日第二小法廷判決）

　「研修医は、医師国家試験に合格し、医籍に登録されて、厚生大臣の免許を受けた医師であって、医療行為を業とて行なう資格を有しているものであるところ、同法16条の２第1項は、医師は、免許を受けた後も二年以上大学の医学部もしくは大学附置の研究所の附属施設である病院又は厚生大臣の指定する病院において、臨床研修を行なうように勤めるものとすると定めている。この臨床研修は医師の資質の向上を図ることを目的とするものであり、教育的な側面を有しているが、そのプログラムに従い、臨床研修指導医の指導の下に、研修医が医療行為等に従事することを予定している。そして、研修医がこのようにして医療行為等に従事するという場合には、これらの行為等は病院の開設者のための労務の遂行という側面を不可避的に有することとなるのであり、病院の開設者の指揮監督の下にこれを行なったと評価することができる限り、上記研修医は労働基準法9条所定の労働者に当たるべきものというべきである」

　

＜看護の仕事＞

1 疾患を有する患者のケアを、医療者個人の思いをいったん置いて、「笑顔」「優しく」対応する。そんな中、わがままな患者、あるいは疾患に医療が対応できず、不幸な転機をたどるなど、不全感を持ち、ストレスが大きい。

2 チーム医療の中でケアを提供する。チームの調整という、臨機応変な対応を看護職に求められることが多い。

3 ケアの内容は各患者やこれを担当する医師の判断との関係で、多様であり、非常に個別的である。

4 患者への関わりは、医師と比べ、スポット的ではなく、時間軸を共有している。そのため、必然的に勤務時間が長く、かつ、24時間となる。

＜ＱＷＬ（Quality of Working Life）＞

1 国の政策等は、労働が「疾患（過労死等）や事故（自殺）」に結びつくことを防止することに置かれている

2 医療にとっては、その前の段階である「労働者が『生き生きとして労働する』ことが大切

3 医療食が過労死や自雑に追い込まれることは言語道断としても、その前の段階で、労働者のＱＷＬが保障されていなければ、看護の仕事はできないし、何よりも過重労働は、医療安全に大きな影響を及ぼし、結局患者さんを傷つけてしまう

4 長時間労働（13時間以上）と医療事故が有意に関連するとの報告もある

＜ＱＷＬを充実させるいくつかの方法＞

1 適正な業務分担がなされているか

· 医師や他の医療職との適切な分担

· 非看護師との適切な分担

2 新しい業務改善が、これまでの業務に負荷をかけていないか

3 ＱＷＬについて、職場や職場外からの援助を受けられるか

· 処置行為の最終責任は看護師が担う場合が多い

· 医師の不明瞭指示に、疑問を呈することはリスクを回避する義務のひとつである

I.O.O.





C.E.O.





A.O.M.





レイバー


マネジメント





セルフリスク


マネジメント





リスク


マネジメント





コンフリクト


マネジメント





インフォメーション


マネジメント





患者家族の


安全・安心・満足





医療従事者の


充実感





医療の質の


向上





！！！　組織管理がしっかりすると


　　　　モラルハザードは低下する！！！





大切なことは


一人で決めない


まよった事例は記録に過程を残す





医療安全と記録　　－平時の記録が緊急時の記録につながる－








実施の記録





チーム医療の基礎


連携・引継ぎ





患者・社会への記録





評価の対象





記　録





不幸な出来事（事故）





副次的


診療報酬の基礎
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Peer Review





患者・社会への記録となる条件





実施の記録





チーム医療の基礎としての記録





評価の対象としての記録





個人情報保護法上の配慮





患者・社会の記録





プライバシーに配慮した記載





実施の内容の過不足ない記載





患者らにもわかりやすい記載





なぜ、あの時、あの言葉が、あの人が








